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はしがき 

 

本報告書は、2014 年度にアジア経済研究所において実施した、「社会運動研究の到達点と

課題に関する基礎的研究」の成果である。この研究会はアジア経済研究所に所属する研究

員のうち、社会運動に関心を持つ者が、各自の課題とする分野について先行する研究をレ

ビューし、得られた知見を交換するために組織された。したがって研究会では社会運動に

ついての統一的なテーマを設定しておらず、本報告書も各自の取り組み成果をまとめた論

文集である。また研究会は各自が自分のテーマに本格的に取り組む前の、準備的な学習の

場であったので、本報告書に掲載された論文も予備的、中間報告的な性格をもつ点をお断

りしておきたい。なお、研究会には 8 人の執筆者以外に、オブザーバーとして村山真弓、

大塚健司、近田亮平、太田仁志、片岡真輝が参加した。 

研究会では前半に、Donatella della Porta and Mario Diani, Social Movements : An 

Introduction, 2nd. Edition. Malden, MA: Blackwell Publishing, 2006 を読んだ。本書は社

会運動研究の各分野における到達点を概観した研究書として、もっとも最近出版されたも

のである。後半には、メンバーが各自の関心分野に関する先行研究を紹介し、議論をおこ

なった。また 2015 年 3 月には、有機農産物などの供給を長年おこなってきた「大地を守る

会」の代表取締役で、会の立ち上げから今日まで運動と経営をリードしてこられた藤田和

芳氏に、研究会にてご講演いただいた。市場やビジネスを通して社会運動を推進する、と

いう斬新な方法を作り出し、成功させた藤田氏のお話は、社会運動を研究するわれわれに

とってきわめて刺激的であった。あらためて藤田氏と「大地を守る会」のご協力とご教示

に感謝したい。 

社会運動研究は対象がきわめて多岐にわたっている一方で、その分析方法についてはい

くつかのオーソドクスともいえる理論が存在する。私には、それらの「理論」がむしろ「公

理」に近い性格をもっているように思える。その結果、何でも説明できるが、何も説明し

ていない、という問題が生じている。たとえば資源動員論や政治的機会構造論という「理

論」があるが、「資源を動員すれば社会運動が起きる」、「政治的なチャンスがあれば社会運

動が起きる」というのは、当たり前ではないのか。これらの理論は、「社会運動は不満があ

るから起きる」という 1950 年代までの理論に対抗する仮説として出されてきたものであっ

て、その時点では確かに意味のある主張であったろう。しかしそれから 40 年以上経った現

在、そうした理論の枠組みにとらわれない研究が求められてきているように思う。 

もとよりわれわれが新しい理論を提示できると大言壮語するつもりはないが、新しい理

論や分析枠組みは、既存理論を現実と突き合わせることによってのみ生まれる。途上国の

現実に向かい合って研究するわれわれは、そうした「突き合わせ」を行いうる機会とそれ

を行う義務をもつと考える。 
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